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ヒルトンハワイアンビレッジとの土地リース契約の締結及びチャペル 

（エンジェルレイク・チャペル・バイ・ザ・シー（仮称））建築の件 
 
 

 当社連結子会社である Best Bridal Hawaii,Inc.は、平成 16年 11 月 24 日開催の取締役会にお

いて、Hilton Hawaiian Village,LLC（2005 Kalia Rd,Honolulu Hi96815）との間における土地リ

ース契約の締結、及び当該ホテル敷地内においてチャペル建築を行うことを決議いたしましたの

で、下記のとおりお知らせいたします。 

 
記 

 
 

１．土地リース契約締結の趣旨  

当社グループは、ゲストハウス・ウエディングのパイオニアとして、常に変化する顧客ニー

ズを捉え、常に最新のサービス・施設の提供を行ってまいりました。国内外に「上質かつ本物

感」のあるゲストハウスを有し、オリジナリティ溢れる挙式を演出する豊富な商品力・サービ

ス力ときめ細かな顧客対応力を有する当社グループは、挙式を通じて顧客に夢と感動を提供し

続けております。海外事業部門につきましても平成 11 年 2 月に Best Bridal Hawaii, Inc.を設

立し、同年 5 月より海外挙式斡旋事業を開始しており、現在ハワイにおいて直営チャペルを 2
カ所運営し、平成 15 年 12 月期には 1,478 組の挙式実績を有しております。 
一方、Hilton Hawaiian Village,LLC は、約８万平方メートルの敷地内に４棟のタワー（客室

数 2890 室）と１００店以上の店が並ぶレインボー・バザール等から成るオアフ島最大級のホ

テルであります。 

今般、当社連結子会社 Best Bridal Hawaii, Inc.は、Hilton Hawaiian Village,LLC の所有す

る土地に関するリース契約締結について決議いたしました。 

これにより、当社は、従来の２ヶ所の直営チャペルに加えて、ハワイ挙式のあらたな集客基

盤を確保することとなります。平成１６年１１月１２日に発表いたしました同子会社によるハ

ワイにおける日本人のハワイ挙式サービスに関連する営業権譲受けに加え、この度の契約締結

の決定による新規チャペルの建設で、海外挙式サービスの提供組数の大幅な増加を見込んでお

ります。 



 

２．リース契約期間及びチャペル竣工予定日（開業予定日）  

リース契約期間     チャペル竣工後１０年間 

チャペル竣工予定日   平成１７年秋 

 
３．リース料金 

  リース料金についての詳細部分につきましては、現在協議中であり、決定次第発表いたしま

す。 

 

４．チャペルの建築について 

（１）名  称  エンジェルレイク・チャペル・バイ・ザ・シー（仮称） 

（２）建設費用  概算 ３億５千万円 

（３）開業予定  平成１７年秋 

   

５．子会社の概要 

 （1）商号    Best Bridal Hawaii, Inc. 
 （2）設立    平成 11 年 2 月 

 （3）本社所在地 999 Bishop street,26th Floor,Honolulu,Hawaii,96813 

 （4）代表者   CEO 塚田 正之 

 （5）資本金   11 千米ﾄﾞﾙ 

 （6）大株主   株式会社ベストブライダル 100％ 

 （7）事業内容  ハワイ挙式サービス 

 （8）決算期   12 月 31日 

 （9）従業員数  17 名 

（10）総資産   3,827 千米ﾄﾞﾙ 

（11）株主資本  1,199 千米ﾄﾞﾙ 

（12）売上高   5,492 千米ﾄﾞﾙ 

（13）経常利益    309 千米ﾄﾞﾙ    

（14）当期純利益   159 千米ﾄﾞﾙ    

 

６．今後の業績に与える影響 

本件のチャペル建築により、中期的には事業の拡大が期待され、当社グループの業績向上に

つながるものと考えておりますが、当期（平成 16 年 12 月期）の連結業績に与える影響は、軽

微であります。なお、竣工（平成 17 年秋）後につきましては、年間施行件数 800 組、売上高

13 億円程度を見込んでおります。 

 

以 上 


